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はじめに 

 

本ガイドは、オープンアクセス方針（OA 方針）の策定を支援するツールとして作成したもので

ある。 

第 1章では、OA方針を策定・実施していくうえで取り組む必要がある内容について、実際の手

順に沿って解説している。第 2章では、OA方針の構成要素について、検討すべき点や記入例を示

している。また、付録として、「実施計画例」（OA方針策定・実施する際のスケジュール例）、「OA

方針雛形」、「オープンアクセスとは」（OA方針策定について学内で検討・提案する際の参考資料）、

「ROARMAP登録手順」の4点を備えている。 

 本ガイドで示した実施手順や方針案はあくまで一例ではあるが、各大学が方針を策定する際の参

考になれば幸いである。 

 

 

 

第1章 OA方針の策定・実施 

 

第 1 章では、OA 方針の策定から実施までの手順を以下の 5 フェーズ（1.計画、2.方針案作成・

策定、3.プロモーション・認知向上、4.方針の実施、5.フォローアップ）に分け、各フェーズで必要

なアクションを示した。 

 

フェーズ１ 

計画 

・検討プロジェクト立上げ 

・他機関のOA方針の研究 

・運用体制の確認（人員＆技術面） 

・策定・実施計画の作成 

１～２か月 

フェーズ２ 

方針案作成・ 

策定 

・方針案，説明文書の作成 

・図書館委員会，キーパーソンへの説明 

・教員のコメント受付 

・方針の承認 

１～３か月 

フェーズ３ 

プロモーション・ 

認知向上 

・複数媒体による学内周知 

・教員向け説明会の開催 

・プレスリリースの発行 

・ROARMAPへの登録 

１～３か月 

フェーズ４ 

実施 

・方針の実施 

・実施要領の作成，学内周知 

・教員向けのFAQや登録サポート 

１～３か月 

フェーズ５ 

フォローアップ 

・利用統計の作成 

・対象論文の捕捉と登録の呼びかけ 

・モニタリング，上層部への情報提供 

継続 

（The OpenAIRE guide for research institutions を元に作成） 
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1. OA方針実施計画［フェーズ1. 計画］ 

方針策定の実施計画を描く。 

 

1.1. 設計と採択の流れ 

 OA方針の策定までにかかる期間は、半年から1年ほどである。 

実施にあたり、「実施計画」、「OA方針」、「OA方針実施要領」の3つを作成する。 

 

1.2. 実施計画の作成 

初めに「実施計画」を作成し、OA方針策定のスケジュールと手順を確認する。（付録1「実施計 

画例」参照） 

また、必要に応じて、検討プロジェクトチームの立ち上げや、他機関のOA方針の研究、先行事 

例調査などを行う。 

 

 

 

2. OA方針の設計、採択［フェーズ2. 方針案策定・作成］ 

 OA方針案と、学内の委員会等で検討する際の説明資料（OA方針策定の提案書）を作成する。 

 

2.1.  OA方針案の構成要素の検討 

 OA方針案の条文や構成要素については、第2章「OA方針の構成要素」や、付録2「OA方針雛

形」を参考に検討する。構成要素以外で事前に検討する必要がある内容は、主に以下の4点である。 

 

(1)  義務と推奨 

機関としてOAを義務化するのか、義務化はせずに推奨する立場を取るのか、検討し決定する。 

 

(2)  研究評価との連動 

OA 方針の適用対象となるコンテンツをOAにしたかどうかを、教員の研究評価（業績評価）の

対象とするのか、検討し決定する。 

 

(3)  OA方針の対象範囲 

OA方針の対象となる範囲を決定する。 

大学で1つのOA方針を策定する場合（大学全体が対象範囲となる場合）と、学部や大学院ごと

に策定する場合がある。 

 

(4)  再利用条件の検討 

再利用条件を指定するかどうか、検討し決定する。（例：CC-BY 等） 

 

以上の点をふまえてOA方針案を作成する。（付録2「OA方針雛形」を参考にする。） 

 

2.2  説明文書の作成 

並行して、委員会向け説明資料（OA方針策定の提案書）を作成する。 

説明資料には、OA 方針策定の趣旨や目的等を記載する。また、付録 3「オープンアクセスとは」
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を参考に、OAの定義やその背景、国内外のOA方針策定状況等も記載する。 

 

2.3.  採択までのアドボカシー 

OA 方針案と説明資料を作成したら、学内の意思決定の仕組みに沿って、OA 方針採択に向けた

手続きを行う。 

採択の過程では、教員から質問や意見を受け付けて、それらをフィードバックしながら進める。 

機関の管理部門やキーパーソンにも説明を行う。 

 

 

 

3. OA方針認知度向上［フェーズ3. プロモーション・認知向上］ 

 OA方針採択後、学内外に向けた周知活動を行う。 

 

3.1.  採択後の学内向け周知活動 

学内の教員向けには、OA 方針策定後に何をする必要があるのかを周知するため、教授会での説

明や、教員向け説明会の開催、等を行う。 

なお、この時点で「OA 方針実施要領」は完成していなくてもよいが、教員向け説明会で想定さ

れる質問に対しては回答ができるよう、事前に内容を検討しておく必要がある。（第 1 章「4.1. 実

施要領の作成」参照） 

 

3.2.  採択後の学外向け周知活動 

学外向けには、プレスリリースの実施、ROARMAP への登録（付録 4「ROARMAP 登録手順」

参照）、等を行う。 

 

 

 

4. OA方針を実施する［フェーズ4. 実施］ 

 

4.1.  実施要領の作成 

OA方針の実施にあたり、「OA方針実施要領」を作成する。 

 実施要領には、OA 方針以外で機関内で規則として定めておく必要がある事項や、OA 実施に係

る一連のサービスに関することを記載する。 

実施要領に含める内容としては、以下のものが挙げられる。 

［対象者の範囲、対象コンテンツの範囲、登録の免除申請の手順、登録免除された場合の書誌の取

扱い、共著者の合意の確認手順、著作権譲渡契約の確認手順、等。］ 

 

4.2.  登録のサポート 

OA方針の実施にあたり、図書館は、教員が対象コンテンツをOAにする際のサポートを行う。 

 例えば、機関リポジトリへ登録する際のサポートとしては、以下の例が挙げられる。 

 

(1)  機関リポジトリへの代理登録 

対象コンテンツを機関リポジトリに登録する場合、教員は登録申請の手続きのみを行い、実際の
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機関リポジトリへの登録は図書館が行う。 

 

(2)  著作権ポリシーの確認 

教員から機関リポジトリへの登録申請があった場合、図書館は出版社の著作権ポリシーを確認し

たうえで機関リポジトリに登録する。 

 

(3)  エンバーゴ期間の確認と管理 

出版社によっては、出版後から一定期間、リポジトリでの公開を禁止している場合がある。 

対象コンテンツにエンバーゴ期間がある場合は、Excel 等に記録して管理し、エンバーゴ期間終

了後に機関リポジトリに登録する。もしくは、システム上の公開日設定機能を利用し、エンバーゴ

期間終了後に公開されるようにする。 

 

4.3.  免除申請の簡便化 

教員は、著作権などの理由により対象コンテンツをOAにすることができない場合は、登録の免

除申請を行うことができる。 

図書館は、教員が免除申請をスムーズに行えるよう、簡便な申請方法を提供する。例えば、「免除

申請フォーム」を提供したり、メールによる申請を許可する、等が考えられる。 

また、受け付けた免除申請については、図書館がExcelなどに記録して管理する。 

 

4.4.  文献提供依頼 

図書館は、研究業績データベースや文献データベース等を利用して、OA 方針の適用対象となる

コンテンツをリストアップし、教員に登録の呼びかけを行う。（文献提供と、共著者への許諾確認を

メールで依頼する。） 

 ただし、図書館で事前に出版社の著作権ポリシーを確認し、対象コンテンツを機関リポジトリで

公開できない場合は、図書館が教員の代わりに登録免除申請の手続きを行う。 

 

 

 

5. フォローアップ［フェーズ5. フォローアップ］ 

 

5.1.  対象文献の捕捉と登録の呼びかけ 

OA方針策定後も、図書館は教員に対し、OA実施に関するフォローアップを継続して行う。 

 また、OA 方針の実施状況を把握するため、OA 方針の適用対象となるコンテンツをリストアッ

プし、対象コンテンツがどの程度OAにされているか調査を行う。 

対象コンテンツのリストアップは、研究業績データベースや文献データベース等を利用して行う。 

 上記の方法でリストアップした対象コンテンツのうち、OA にされていないものについては、第

1章「4. OA方針を実施する」の手順を参考に対処する。 

 

5.2.  モニタリング 

OA 方針実施状況に関する統計資料を作成し、必要に応じて、機関の管理部門への報告資料とし

て使用する。 

（OA方針対象コンテンツ数、登録件数、登録免除申請の件数とその理由、ダウンロード数、等） 
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5.3.  教員向けの付加サービスの提供 

教員に、登録コンテンツの利用統計（ダウンロード数、等）を提供する。 
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第2章 OA方針の構成要素 

 

方針策定にあたって検討し、記載すべき構成要素を示す。（付録2「OA方針雛形」参照） 

 

OA方針の構成要素 内容 記入例 

第1条 

『趣旨』 

趣旨 ・OA方針を作成する趣旨について記載する。 

（付録3「オープンアクセスとは」参照） 

 

 

第2条 

『研究成果の

公開』 

対象者 

 

・対象者について記載する。 

・対象となる教員の範囲については、OA 方針に記載

してもよいし、「OA方針実施要領」や FAQページ等

で示してもよい。ただし、詳細は事前に検討する。（例：

教員のうち、「助教」を対象者に含めるかどうか、等。） 

 

「本学に在籍する教員」「本

学に在籍する教職員」「本学

に在籍する役員及び教員」等 

 対象コンテンツ ・ 対象となるコンテンツを記載する。 

・ 国内機関のOA方針では、「学術雑誌論文」を対象

としている例が多い。 

学位論文や図書など、学術雑誌論文以外のコンテ

ンツを登録対象とするかどうかについても事前に

検討し、「OA方針実施要領」等に記載する。 

 

「出版社、学協会、学内部局

等が発行する学術雑誌等に

掲載された研究成果」「学術

論文」等 

 公開先 ・ 対象コンテンツをOAにする際の公開先を記載す

る。 

・ 主な OA 実施方法としては、グリーン OA（機関

リポジトリ等で公開）とゴールドOA（OAジャー

ナルに投稿し、出版社のWebサイトで公開）があ

る。（付録3「オープンアクセスとは」参照） 

国内機関のOA方針では、グリーンOAのみに言

及し、機関リポジトリを公開先として記載してい

る例が多い。グリーン OA、ゴールド OA の両方

をふまえた内容とするかどうかを、事前に検討し

て決定する。 

・ なお、OA ジャーナルを公開先として認める場合

でも、教員にOAジャーナルへの投稿を推奨する

のではなく、投稿誌選択の自由は確保すること。 

 

(1) グリーン OA を推奨す

る場合 

「（当該機関の機関リポジト

リ名）によって公開する。」 

 

(2) グリーンOA、ゴールド

OA のどちらも推奨す

る場合 

「（当該機関の機関リポジト

リ名）その他当該論文の著者

が選択する方法によって公

開する。」 

第3条 

『適用の例

外』 

免除規定 ・ 教員から、著作権等の理由で対象コンテンツを

OA にすることが不適切であるとの申出があった

場合は、公開を免除することができる旨を記載す

る。 

・ また、以下については検討のうえ、「OA方針実施

「著作権等の理由でリポジ

トリによる公開が不適切で

あるとの申出が教員からあ

った場合、本学は当該研究成

果を公開しない。」等 
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要領」やFAQページに記載する。 

(1） 免除申請の方法 

(2） 免除申請は、対象コンテンツ単位で行うものとす

ること。 

(3） 免除申請に対して、罰則や審査は行われないこと。 

(4） 免除は、登録（または公開）に対して与えられる

ものとすること。 

① 免除を「登録」に対して与える場合  

登録申請、及び登録コンテンツの提出が不要。 

書誌登録とコンテンツ公開の両方が免除される。 

② 免除を「公開」に対して与える場合  

  登録申請、及び登録コンテンツの提出が必要。 

書誌のみ登録され、コンテンツ公開は免除され

る。 

 

第4条 

『適用の不遡

及』 

対象期間 ・ OA 方針施行以前に出版された対象コンテンツに

は、本方針が遡及して適用されない旨を記載する。 

・ ただし、上記のような適用対象外のコンテンツに

ついても登録を推奨することとし、その旨、「OA

方針実施要領」やFAQページなどで示す。 

 

「本方針施行以前に出版さ

れた研究成果や、本方針施行

以前に本方針と相反する契

約を締結した研究成果には、

本方針は適用されない。」等 

第5条 

『リポジトリ

への登録』 

登録するタイミ

ング 

・ 登録するタイミングについて記載する。出版社の

エンバーゴ期間が設定されている場合もあるの

で、それを尊重する表現とする。 

・ また、OA 方針には記載しなくてもよいが、エン

バーゴ期間の確認と管理を、教員と図書館のどち

らが担当するかについて、事前に検討し決定する。 

 ① 教員が確認・管理する場合  

  教員は、エンバーゴ期間をExcel等に記録して管

理し、期間終了後に登録申請を行う。図書館は、

登録申請受領後すぐにリポジトリへ登録する。 

 ② 図書館が確認・管理する場合  

  教員は、出版後すみやかに登録申請を行う。図書

館は、エンバーゴ期間をExcel等に記録して管理

し、期間終了後にリポジトリへ登録する。もしく

は、システム上の公開日設定機能を利用し、エン

バーゴ期間終了後に公開されるようにする。 

 

「できるだけすみやかに」等 

 登録する版 ・ 登録する版について記載する。 

・ 機関リポジトリで公開する場合は、登録可能な版

を提供するよう記載する。 

「リポジトリ登録が許諾さ

れる著者最終原稿等の適切

な版を本学に提供する」等 
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第6条 

『その他』 

その他 ・ その他の必要な事項については、別途定める旨を

記載する。 

「本方針に定めるもののほ

かオープンアクセスに関し

必要な事項は、関係者間で協

議して定める。」等 
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 付録1. 実施計画例  

 

 

 

フェーズ１ 

計画 

・検討プロジェクト立上げ 

・他機関のOA方針の研究 

・運用体制の確認（人員＆技術面） 

・策定・実施計画の作成 

１～２か月 

フェーズ２ 

方針案作成・ 

策定 

・方針案，説明文書の作成 

・図書館委員会，キーパーソンへの説明 

・教員のコメント受付 

・方針の承認 

１～３か月 

フェーズ３ 

プロモーション・ 

認知向上 

・複数媒体による学内周知 

・教員向け説明会の開催 

・プレスリリースの発行 

・ROARMAPへの登録 

１～３か月 

フェーズ４ 

実施 

・方針の実施 

・実施要領の作成，学内周知 

・教員向けのFAQや登録サポート 

１～３か月 

フェーズ５ 

フォローアップ 

・利用統計の作成 

・対象論文の捕捉と登録の呼びかけ 

・モニタリング，上層部への情報提供 

継続 

（The OpenAIRE guide for research institutions を元に作成） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施計画例 
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 付録2. OA方針雛形  

 

○○○○大学オープンアクセス方針 

 

     平成○○年○○月○○日 

       学長裁定 

       役員会裁定  など 

 

（趣旨） 

１ ○○○○大学は，本学において生産された研究成果を広く学内外を問わず公開することにより，

学術研究のさらなる発展に寄与すること，またその成果を社会に還元すること地域および国際社

会の持続的発展に貢献すること［下線部は各大学のビジョン等に基づき記入］を目的として，オ

ープンアクセスに関する方針を以下のように定める。 

 

（研究成果の公開） 

２ 本学は，本学に在籍する教員（以下「教員」という。）が，出版社，学協会，学内部局等が発行

する学術雑誌等に掲載された研究成果（以下「研究成果」という。）を，［機関リポジトリ名称を

記入］（以下「リポジトリ」という。）によって公開する。ただし，研究成果の著作権は，本学に

は移転しない。 

 

（適用の例外） 

３ 著作権等の理由でリポジトリによる公開が不適切であるとの申出が教員からあった場合，本学

は当該研究成果を公開しない。 

 

（適用の不遡及） 

４ 本方針施行以前に出版された研究成果や，本方針施行以前に本方針と相反する契約を締結した

研究成果には，本方針は適用されない。 

 

（リポジトリへの登録） 

５ 教員は，研究成果について，できるだけすみやかにリポジトリ登録が許諾される著者最終原稿

等の適切な版を本学に提供する。リポジトリへの登録，公開等リポジトリに関する事項は，「［リ

ポジトリ運用指針を記入］」に基づき取り扱う。 

 

（その他） 

６ 本方針に定めるもののほか、オープンアクセスに関し必要な事項は、関係者間で協議して定め

る。 
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 付録3. オープンアクセスとは  

 

オープンアクセス（OA）とは 

 

1. OAの定義 

学術情報（学術雑誌論文、会議発表論文、図書等）がOAであるとは、当該情報がインターネッ

ト上で公開され、無料での閲覧（フリーアクセス）を含めた自由な利用が可能になっている状態を

指す。 

 

2. OAの背景 

元々OA運動は、20世紀後半からの学術雑誌価格高騰問題を背景に、商業出版社への対抗を目的

として始まった。世界中の大学等は機関リポジトリを設置してグリーン OA（後述）を推進してき

たが、研究者の作業負担を必要とするセルフアーカイブは十分には進んでいないと言える。一方、

2000年代中盤以降は商業出版社もArticle Processing Charge（APC）支払い型のビジネスモデル

を確立させ、ゴールド OA（後述）に対して積極的な姿勢を見せている。近年は、公的資金によっ

て得られた研究成果に対して納税者や産業界が容易にアクセスできるようにすること等を目的とし

て、世界中の研究機関・政府機関・助成機関でOAポリシーの策定が行われている。 

 

3. OAの手段 

OAを実現するための手段には以下の2種類がある。 

 ①グリーンOA ②ゴールドOA 

手段 著者自身が、機関リポジトリやサブジェ

クトリポジトリ等のOAリポジトリに登

録する（セルフアーカイブ）。 

出版社が、OAジャーナル等を出版する。 

メリット 著者の費用負担が必要ない。 出版後即座にオープンアクセスになる。 

デメリット 出版社の著作権ポリシーによっては以

下の制約がある。 

・登録が禁止されている 

・登録できる版が指定されている（著者

最終稿等） 

・一定期間（エンバーゴ期間）を経過し

ないと登録できない 

著者がArticle Processing Charge（APC）

を支払う必要がある（場合がある）。 

備考  ハイブリッドオープンアクセス（購読ジャ

ーナルの一部の論文のみを対象とする）、

ディレイドOA（出版後一定期間経過した

号はオープンアクセスになる）等のモデル

もある。 

 

4. 機関リポジトリ（によるグリーンOA推進）の意義 

学術雑誌論文等の研究成果をOAにすることによって、世界中の誰もが無料で閲覧できるように

なるため、研究成果の可視性が高まり、被引用回数等のインパクトの増加につながる。大学等の研
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究機関は、機関内で生産された研究成果のOAを推進することで、世界の学術研究活動に大きく貢

献するとともに、自機関のプレゼンスを上げることが可能となる。 

前述の通り、OAを進めるための方法には機関リポジトリ以外にも様々なものが存在する。 

しかし、ゴールドOA の実現に必要となるAPC は論文 1 本当たり平均 2000 ドル程度とされて

おり、研究者の経済的負担は必ずしも少なくない。一部ではあるが、利益追求に走り、低質なジャ

ーナルを出版する「ハゲタカ出版社」の存在も問題になっている。また、学術雑誌論文以外の学術

情報では、OAのビジネスモデルが確立していないこともある。 

グリーンOAについても、数学・物理学分野のarXivのようにサブジェクトリポジトリの利用が

定着しているケースもあるが、必ずしもそのような分野ばかりではなく、社会科学系のSSRNのよ

うに商業出版社に買収されるケースも出てきている。また、近年は Mendeley、ResearchGate、

Academia.edu といったウェブサービスが研究成果共有の場として研究者に受け入れられているが、

これらのサービスの長期的な継続性は不透明であり、実際、Mendeley は商業出版社によって買収

が行われている。 

多様な研究成果を生み出している大学等の研究機関にとって、長期的に責任を持って、機関内の

研究成果の包括的なOAを推進していくためには、機関リポジトリによるグリーンOAが必要であ

ると言える。また、ゴールドOAによってすでにOAが実現している研究成果についても、頻発す

る出版社のM&A等を鑑みると、長期的なアクセスを保証するために、機関リポジトリに当該研究

成果を登録し、公開・保存していくことには一定の意義があると考えらえる。このような背景から、

研究機関としての姿勢を強く打ち出すために、OAポリシーを策定することが求められる。 

 

5. 国外のOAポリシー策定状況 

世界中のOAポリシーのダイレクトリであるROARMAPには、2017年 1月末時点で 836件のポ

リシーが登録されている。特に欧米では以下のように研究助成機関による包括的なポリシーの策

定・運用が進んでいる。 

米国 NIH 

Department of Energy等（OSTP指令の対象となる22の連邦政府機関） 

EU Horizon 2020 

英国 Wellcome Trust 

RCUK 

HEFCE（REF2020） 

 

6. 国内のOAポリシー策定状況 

現在国内では以下の機関がOAポリシーを策定している。 

研究機関 北海道大学（推奨）、北陸先端科学技術大学院大学、名古屋工業大学、岡山大学（博

士学位論文、学内プロジェクト）、京都大学、筑波大学、国際日本文化研究センター、

九州大学、徳島大学、東京歯科大学、名古屋大学、千葉大学、神戸大学、東京外国

語大学 

政府機関 文部科学省（博士学位論文） 

助成機関 科学技術振興機構（JST）（推奨）、日本学術振興会（JSPS）（推奨） 

また、国の第 5 期科学技術基本計画（2016 年度～2020 年度）では、「こうした潮流を踏まえ、

国は、資金配分機関、大学等の研究機関、研究者等の関係者と連携し、オープンサイエンスの推進
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体制を構築する。公的資金による研究成果については、その利活用を可能な限り拡大することを、

我が国のオープンサイエンス推進の基本姿勢とする。」とされている。 
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 付録4. ROARMAPの登録手順  

１．ROARMAP アカウント作成手順 

世界中の機関リポジトリ登録方針を収集しているサイト「ROARMAP（ロアマップ ; Registry of 

open access repository mandates and policies）」に情報を登録するためのアカウントを作成する手

順です。 

  

１． ROARMAPホームページ（http://roarmap.eprints.org/）画面左上の[ Create Account ]をクリ

ック 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．[ Create Account ] 画面で必要事項を入力し、[ Register ] ボタンを押下 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．ROARMAP からの [ Registration ] メールを受信し、１週間以内にアクティベート用 URL

をクリック。アカウント作成終了。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

クリック 

職名  名前    苗字  
メールアドレス 
ユーザーネーム 
パスワード 

☆ は必須項目 

職名の記入例「Librarian」  

クリック 

http://roarmap.eprints.org/
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２．ROARMAP ポリシー登録手順 

「ROARMAP（ロアマップ）」に機関リポジトリの方針を登録するための手順です。       

  

(１)ROARMAP（http://roarmap.eprints.org/）に「１．ROARMAP アカウント作成手順」で作成

したアカウントでログイン 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２)[ New Item ] ボタンを押下 

 

 

 

 

 

 

 

(3) Policy 入力画面で必要事項を入力 

 

（参考）国内他機関の入力例： 

ROARMAPトップページ＞[Search the Database]＞[Country＝Japan] 

 

[ 入力エリア１ : Policy Core ] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

クリック 

クリック 

②調査プロセスについてのコメント 

①ポリシーについてのコメント 

http://roarmap.eprints.org/
http://roarmap.eprints.org/cgi/search/archive/advanced?screen=Search&dataset=archive&_action_search=Search&country=392&policymaker_name_merge=ALL&policymaker_name=&policy_adoption=&policy_effecive=&mandate_content_types_merge=ANY&apc_fun_url_merge=ALL&apc_fun_url=&satisfyall=ALL&order=policymaker_name
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[ 入力エリア2 : Policy ]  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[ 入力エリア3 : Meta ] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②国名 

④ポリシー策定組織の名称 

⑤ポリシー策定組織のＵＲＬ 

③ポリシー策定組織の種類 

⑦リポジトリのＵＲＬ 

①記入者 

⑥ポリシーのＵＲ

Ｌ ⑧ポリシー策定日 

⑨ポリシー施行日 

⑩最終改定日 

③ポリシー策定組織の種類 

○ 資金提供者 

◎ 研究組織 

 （大学や研究機関など） 

○ 資金提供者と研究組織 

○ 複数の研究組織 

○ 研究組織のサブユニット 

（部門，学部，学校など） 

☆ は必須項目 

◎ 選択は例（参考） 

②国名 

◎ アジア：東アジア：日本 

①意思決定 

◎ 管理・経営上の決定 

○ 教員の投票 

○ 定めなし 

○ その他 

①意思決定 

②アイテム登録 

③登録場所 

④登録期限 

②アイテム登録 

◎ 義務 

○ 推奨 

○ 定めなし 

③登録場所 

◎ 機関リポジトリ 

○ 主題リポジトリ 

○ 任意の適切なリポジトリ 

○ 定めなし 

④登録期限 

○ 受理日まで 

○ 出版日まで 

○ 方針が定める期日まで 

○ 出版社の許可日 

◎ 定めなし 

○ その他 
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[ 入力エリア3 : Meta の続き] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤登録を義務化しているコンテンツの種類 

⑥登録する雑誌記事の版 

⑦登録義務の免除 

⑧登録アイテムのオープンアクセス化 

⑨登録アイテムのオープンアクセス化の免除 

⑩オープンアクセス化実施日 

⑪研究評価における登録の必要性（Liege/HEFCEモデル） 

⑫権利保有 

⑤登録を義務化しているコンテン

ツの種類 

○ 査読原稿 

◎ 博士学位論文 

○ 図書 

○ 図書の章 

○ データ 

○ 定めなし 

◎ その他 

⑦登録義務の免除 

◎ 免除あり 

○ 免除なし 

○ 定めなし 

○ 適用なし 

⑧登録アイテムのオープンアクセ

ス化 

◎ 義務 

○ 推奨 

○ 定めなし 

○ その他 

⑨登録アイテムのオープンアクセ

ス化の免除 

◎ 免除あり 

○ 免除なし 

○ 定めなし 

○ 適用なし 

⑥登録する雑誌記事の版 

○ 著者最終査読原稿 

○ 出版社版 

○ その他 

◎ 定めなし 

⑩オープンアクセス化実施日 

○ 受理日 

○ 出版日 

○ 方針が定める日 

○ 出版社の許可日 

○ 登録完了日 

◎ 定めなし 

○ その他 

⑪研究評価における登録の必要性 

（Liege/HEFCEモデル） 

○ 必要 

◎ 不要 

○ 定めなし 

⑫権利保有 

○ 著者は機関へ権利許諾 

○ 機関・資金提供者が権利保有 

◎ 著者が権利保有 

○ 該当なし 

○ 定めなし 
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[ 入力エリア3 –３ : Meta の続きの続き] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑭著者自身による公開義務回避の可否 

⑮科学・技術・医学分野のエンバーゴ期間 

⑯人文・社会科学分野のエンバーゴ期間 

⑰最大エンバーゴ期間の例外 

⑱公開ライセンスの条件 

⑲ゴールドＯＡの選択 

⑬権利保有の例外 
⑬権利保有の例外 

○ 例外あり 

◎ 例外なし 

○ 適用なし 

○ 定めなし 

⑮科学・技術・医学分野のエンバ

ーゴ期間 

○ ０ ヵ月 

○ ６ ヵ月 

○ 12 ヵ月 

○ 24 ヵ月 

○ 24 ヵ月より長い 

◎ 定めなし 

⑭著者自身による公開義務回避の

可否 

◎ 義務免除あり 

○ 義務免除なし 

○ 適用なし 

○ 定めなし 

⑯人文・社会科学分野のエンバー

ゴ期間 

○ ０ ヵ月 

○ ６ ヵ月 

○ 12 ヵ月 

○ 24 ヵ月 

○ 24 ヵ月より長い 

◎ 定めなし 

⑰最大エンバーゴ期間の例外 

○ 例外あり 

○ 例外なし 

○ 例外なし 

◎ 定めなし 

⑱公開ライセンスの条件 

○ 再利用ライセンスを必要としな

い 

○ 特定のものを除き公開ライセン

スが必要 

○ CC-BY または同等のライセン

スが必要 

○ CC-BY-NC または同等のライセ

ンスが必要 

○ 別の公開ライセンスが必要 

○ その他 

◎ 定めなし 

⑲ゴールドＯＡの選択 

○ 必須 

○ グリーンセルフアーカイビング

の代替として推奨 

○ グリーンセルフアーカイビング

の代替として許可 

◎ 定めなし 

○ その他 
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[ 入力エリア3 –３ : Meta の続きの続きの続き] 

 

 

 

 

 

 

 

（４）[Save and Return] ボタンで一時保存。 

※ 一時保存せず登録完了する場合は、手順７へ 

 

 

 

 

 

（５）プレビュー画面になるので、誤りがないか確認。 

（このページを印刷して原議を起案することができます） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）修正する場合は、①メニューの[ Manage deposits ] をクリックし、 

② [ Edit Item ]アイコンをクリックすると、手順３へ戻る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑳雑誌から課されるAPC（論文出版加工料）に対する助成の財源 

㉑APC助成元のURL 

⑳雑誌から課される APC（論文出

版加工料）に対する助成の財源 

○ 資金提供者は研究助成金で

APCを支払うことを許可 

○ 資金提供者はAPCのための特

定の追加資金を提供 

○ 機関が資金提供 

◎ 定めなし 

○ その他 

クリック 

① クリック 

② クリック 



20 

  

（７）[ Next ] ボタンを押下 

 

 

 

 

（８）[ Deposit Item Now ] ボタンを押下 

※ 登録後、公開されるまでは修正できないため注意。公開後、修正する場合は手順10へ 

 

 

 

 

 

 

 

（９）[ Item has been deposited. ] のメッセージが表示され、 

後日、ROARMAPに登録情報が公開されます。公開通知メールはありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（10）登録後に修正したいときは、①メニューの[ Manage deposits ] をクリックし、 

② [ Return to Work Area ] ボタンを押下する。手順5へ戻るので、手順6に従い修正。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上 

クリック 

クリック 

① クリック 

②クリック 


